
₁． はじめに
　この度は栄えある日本気象学会堀内賞を頂戴し，光
栄です．堀内賞は「主に気象学の境界領域・隣接分野
あるいは未開拓分野における調査・研究・著述等によ
り，気象学あるいは気象技術の発展・向上に大きな影
響を与えているもの」を顕彰するものですが，今回，
農業分野における応用気象研究に対して同賞が贈られ
たことを農業気象学分野の研究者の一人として大変嬉
しく思います．受賞記念講演の内容を『天気』に投稿
する機会を頂いたので，受賞研究内容を踏まえつつ農
業分野における応用気象研究，とりわけ気候変動適応
研究について学会員の皆様にご紹介させて頂ければと
存じます

₂． 食料を巡る状況
　2020年における日本の品目別自給率は，コメについ
ては97％であり，ほぼ全量を自給できているものの，
その他の穀物の自給率はコムギ15％，ダイズ 6％，ト
ウモロコシは 1％未満です（農林水産省　2021）．すな
わち，日本ではコメ以外の穀物については 8～ 9割を
海外から輸入しています．輸入先は主に米国，カナダ，
ブラジルであり，これらの国で干ばつなどにより生産
量が低下すると，国際市場価格が上がり，日本ではパ
ンやカップラーメンなどが価格据え置きで内容量が減
る（実質的に値上げ）といった影響を受けます．トウ
モロコシ，コメ，コムギ，ダイズは主要穀物と呼ばれ，

世界の農業由来のカロリー生産の約 6割を占めます．
このため，食料安全保障の観点からはこれらの主要穀
物が特に重視されます．
　世界の食料需要は2050年に2020年の1.6倍に増加す
ると予測されています．この需要増に対応するために
は穀物収量（単位面積あたり生産量であり，生産性に
相当）を年率2.4％で増加させる必要があります．しか
し，これまで（1989～2008年）に達成できた収量増加
は年率0.9％～1.6％であり，目標と実績との間には大
きな乖離があります（Ray et al. 2013）．農業による環
境負荷を減らすと同時に，今世紀半ばには97億人に達
する世界人口に十分な量・質の食料を安価に供給して
いくことは世界の農業にとって大きな挑戦です．

₃． 農業生産に対する気候影響
　気候変動（地球温暖化）は農業生産にさらなる負担
をもたらします．全球年平均気温偏差（対1991～2020
年平均）のうち最も暑かった上位 5か年を挙げると
2015年以降に集中していることからも温暖化の進行が
窺えます（気象庁　2021）．観測された気候変動は既に
穀物生産に影響を与えています．温暖化した実際の気
候条件で推計した収量と，温暖化がなかったと仮定し
た気候条件で推計した収量とを比較すると，低緯度地
域では収量が低下，高緯度地域では収量が増加したと
の結果が得られています（第 1図）．世界全体で集計す
ると温暖化の悪影響が好影響を上回り，温暖化による
穀物生産被害は過去30年間（1981～2010年）で平均す
ると世界全体で年間424億ドルと見積もられています
（Iizumi et al. 2018c）．これまでの温暖化による被害額
が他のセクターについては不明なため，この穀物生産
被害額の多寡は不明です．しかし，今世紀末を対象と
する評価では，気候シナリオや社会経済シナリオ，年
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代によるものの，穀物生産被害額は他のセクター（例
えば，屋外労働の暑熱ストレス）に比べて非常に小さ
いと考えられています（Takakura et al. 2019）．
　こうした長期間にわたる気温や降水量の平均的な変
化に加えて，異常天候や極端気象も生産に大きく影響
します．気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第
2作業部会第 5次評価報告書では，1990年以降，主に
干ばつによる主要生産国での生産量低下に連動して食
料価格が高騰したことが指摘されています（Porter et 
a l . 2014）．2000年代に食料危機を 2回（2008年と
2010／11年）経験した後，2011年に開催された G20カ
ンヌサミットでは，世界の作物生育モニタリング能力
を高めるため，および，農産物市場の透明性を高める
ために 2つのイニシアチブが開始されました．
　 1つは地球観測衛星による全球農業モニタリングの
ためのイニシアチブ（GEOGLAM），もう 1つは主に
農業統計に基づく食料需給・農産物価格モニタリング
のためのイニシアチブ（AMIS）です．2017年11月の
AMISのウェブページではラニーニャ発生について触
れられているように，食料機関は生産に影響する要因
の 1つとして ENSOなどの海洋大気振動現象にも関
心を寄せています．
　エルニーニョやラニーニャについては現在すでに相
当の精度で発生が予測できることから，Iizumi et 
al.（2014）ではこれらの現象が発生した場合にどの地

域，どの作物が影響を受けるかを全球でマップ化しま
した（第 2図）．トウモロコシの場合，通常年（エル
ニーニョとラニーニャのいずれでもない年）の収量に
比べて，北米ではエルニーニョ年に収量が低下します
が，南米では収量が増加します．また，ダイズは北米
ではエルニーニョ年に収量が増加します（Iizumi et al. 
2014）．こうした知見は，2014年 6月にエルニーニョの
発生が予測された際に農林水産省食料安全保障室に情
報提供されました（飯泉　2014）．また，国連食糧農業
機関（FAO）は，2015／16年にエルニーニョが発生し
た際に，生産に悪影響を被る可能性がある国・地域に
対して早期対応を促すためのレポートを公表しました
（FAO 2016）．このように食料機関での気候予測情報
や作物予測情報の活用が近年，広まりつつあります．
これを受けて，ENSO以外の海洋大気振動現象につい
ても世界各地の穀物の収量変動と対応付ける研究を進
めています（Iizumi et al. 2021c）．

₄． 気候変動適応
　高温などの極端現象の増加も世界の穀物生産に影響
を及ぼしています．過去30年間（1981～2010年）に世
界の収穫面積の 9～22％で収量が不安定化しており，
その要因の 3分の 1は高温日数の増加であると推計さ
れています（Iizumi and Ramankutty 2016；Iizumi et 
al. 2018a）．将来，温暖化がさらに進行すると収量はさ

季節予報を用いたグローバルな穀物収量変動の予測・情報提供システムの開発502

〝天気〞 69．9．4

第 1図　 温暖化による収量影響（Iizumi et al. 2018cの図を一部改変）．これまでの温暖化が過去30年間（1981‒2010
年）の平均収量に与えた影響を生理生態的プロセスに基づく全球作物モデルで推定した．温暖化を含む現
実の気候条件と温暖化がなかったと仮定した気候条件のそれぞれについて収量を推定し，両者の差を温
暖化の影響とした．赤色は温暖化により収量が低下したこと，緑色は温暖化により収量が増加したことを
示す．白色は穀物が栽培されていない地域．



らに不安定化すると懸念されています．生育期間の気
温と収量の関係を見ると，生育に適した気温条件下
（最適気温）で収量が最も高くなります．最適気温から
離れるに伴い，低温側，高温側のいずれでも収量は低
下します．このため，温暖化により気温が高温側に移
動すると，気温の年々変動が現在と同じ場合でも収量
の年々変動は現在よりも大きくなります．この知見に
基づく予測では， 2℃上昇の場合と 4℃上昇の場合を
それぞれ検討していますが，気温上昇に伴い，収量の
平均が低下するとともに分散が大きくなることが指摘
されています（Tigchelaar et al. 2018）．
　このような気候変動に伴う収量の不安定化に対応す
るために季節予報データの活用を進めています．今世
紀半ばまでの気候変動予測を見ると，長期平均気温の
上昇幅よりも気温の年々変動幅の方が大きい．そし
て，気温など気象条件の年々変動が収量変動の主要因
です．このため，来年は高温（あるいは少雨）になる
と予測された場合に，その悪影響を軽減できるように
食料供給体制を適切に調整できれば，今世紀半ば頃ま
での平均的な気温上昇への適応力は自然と高まりま

す．さらに，こうした対応は気候変動への適応に際し
てだけではなく，現在気候下の異常天候の生産影響を
軽減する際にも役立ちます．なお，温室効果ガス排出
シナリオによっては今世紀末の平均気温の上昇幅は現
在の気温の年々変動幅を超える場合があります．その
場合は，高温耐性品種の導入や栽培地域の移動といっ
たさらなる適応策とそのための費用が必要となります
（Iizumi et al. 2020；Iizumi et al. 2021a）．

₅． より現業的な作物予測サービスの実現に向け
て

　こういった考えに基づき，収穫 3～ 6か月前の穀物
のグローバルな収量変動予測サービス「NARO‒APCC 
Joint Crop Forecasting Service」を韓国に事務局があ
る APEC気候センター（APCC）と共同で開発しまし
た．本サービスでは，11か国15気象センターからなる
気温と降水量のマルチモデルアンサンブル予報データ
（APCC 2021）を入力に用いて，播種前後から収穫 3
か月前まで毎月収量を予測します．本サービスの基本
的なコンセプトは2013年に提案されていましたが（第
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第 2図　 通常年と比較した場合のエルニーニョ年の平均の穀物収量の変動（Iizumi et al. 2014の図を一部改変）．濃
い緑色はエルニーニョ年と通常年の収量データを比較したときに，エルニーニョ年の収量が統計的に有
意に高かった地域．赤色は同じ比較でエルニーニョ年の収量が有意に低かった地域．薄い緑色（オレンジ
色）は通常年よりエルニーニョ年の収量が高い（低い）傾向があるが，有意な差ではない地域．なお，円
グラフは2000年の世界の収穫面積（円グラフ中央に記載）に占める各地域の割合を示す．



3図）（Iizumi et al. 2013），2018年に継続的に運用可
能な形で具体化しました（Iizumi et al. 2018b）．
　2019年 6月からは本サービスの試験運用を開始し，
登録された利用者（主に APEC加盟国の食料機関・気
象機関）に予測情報を送付しています（飯泉2020）．
2021年12月現在，APCCでの継続的な運用に移行する
ことを目指して協議中です．
　試験運用が行われた北半球の2019年作の収量につい
ては予測精度の評価結果が公表されています．この評
価では，実績との比較に加えて，欧州委員会共同研究
センター（EC/JRC）の予測と米国農務省（USDA）の
予測とを本サービスの予測を比較しました（Iizumi et 
al. 2021b）．USDAによる予測は生産者への聞き取り
と圃場調査に基づいているため，トウモロコシの場
合，シーズン最初の予測は 8月に公表されます．一方，
本サービスの予測はそれよりも 5か月早い 3月に最初
の予測が行われます．USDAの予測に比べて誤差が大
きいものの，播種前の時点で今作期の収量の概況を把
握できる点が本サービスの特徴です（第 4図）．この特
徴は，欧州のコムギについて EC／JRCの予測と比較
した場合も同様です．

₆． 結び
　世界人口は現在76億人であり，2050年に97億人に達
すると見込まれます．増加する世界人口を養ううえ

で，気候変動に適応した，より安定的な食料生産を実
現する必要があります．そのための研究が，本稿でご
紹介した気候リスク評価や適応技術の開発といった応
用気象研究です．こうした研究は気象学そのものを深
化させるものではないかもしれませんが，気象学の知
見や，それに基づく気象データプロダクトの普及につ
ながるものです．そうした応用研究に対して今回，堀
内賞が贈られたことを応用気象分野の研究者の一人と
して大変喜ばしく思います．
　最後になり恐縮ですが，お世話になった方々のお名
前を講演中に挙げることが時間的に困難だったため，
本稿の謝辞に記しました．恩師とこれまでの仕事仲
間，今回，推薦の労をとって下さった皆様にお礼を申
し上げます．
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（国立環境研究所）が気象学
の隣接分野における候補者
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第 3図　 グローバルな穀物収量変動予測サービス「NARO‒APCC Joint Crop Fore-
casting Service」の予測の概略（Iizumi et al. 2013の図を一部改変）．APCC
では毎月20日に来月以降の将来 6か月間の気温と降水量の予測データを
公表する．公表された気象データから予測される収量予測情報を本サー
ビスでは翌月初旬に提供する．本サービスは，収穫前 3か月間の気温と降
水量の平均値を収量予測に用いるため，収穫までの期間が 3か月未満に
なった場合には予測を行わない．



の発掘にご尽力下さり，西森基貴氏（農研機構）が推
薦の労を執って下さいました．記してお礼申し上げます．

略語一覧
AMIS：Agricultural Market Information System
APCC：APEC Climate Center

APEC：Asia‒Pacific Economic Cooperation
d4PDF：Database for Policy Decision making for Future 

climate change
EC/JRC：European Commission’s Joint Research Centre
ENSO：El Niño‒Southern Oscillation
FAO：Food and Agriculture Organization of the United 
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第 4図　 2019年産の米国トウモロコシの収量予測（Iizumi et al. 2021 bを一部改変）．それぞれの月の初旬に予測さ
れた収量と実績データとの比較．本サービスの予測（NARO‒APCC，赤丸）と米国農務省の予測（USDA，
青三角）の 2種類を示す．予測対象は米国のトウモロコシを生産している32州であり，それぞれの点は各
州の値を示す．図中の nは当該月に予測値が利用可能な州数．rは予測値と実績値の間の相関係数．



Nations
G20：Group of Twenty
GEOGLAM：Group on Earth Observations Global Agri-

cultural Monitoring
IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change
NARO：National Agriculture and Food Research Organi-

zation
USDA：U.　S. Department of Agriculture
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